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平成２７年度「福井ふるさと元気宣言」推進に係る政策合意の実施結果 

（平成２８年３月末現在） 

 

 「福井ふるさと元気宣言」の４つのビジョンを着実に実現していくため、平成２７年７月に知事

と合意した「政策合意」の実施結果について、次のとおり報告します。 

 

平成２８年３月 

 

産業労働部長 田岡 卓晃 

 

項 目 実 施 結 果 

１ 人口減少の衝撃を乗り越え、県内総
生産を拡大 

◇福井経済新戦略の推進 
・今年４月に見直した福井経済新戦略 
に基づいたプロジェクトについて、そ
れぞれに具体的な成果目標やタイム
スケジュールを定め、その効果を検証
しながら、企業や県民にわかりやすい
形で、スピード感を持って施策を展開
していきます。 

 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

見直した福井経済新戦略に掲げる３つの基本戦略のもと、
産学官金が連携したイノベーションの促進や本社機能の誘
致、地域の小さな企業の応援などの新しい施策を実施しまし
た。 
 
 
 
 
 

２ 革新と創造で伸びゆく福井の企業 
◇福井発の「ローカル産業革命」 
○産業革新の一貫システム【共同研究】 
・「ふくいオープンイノベーション推進
機構」による産学官金の連携機能を最
大限活用し、機能性材料、医療、アグ
リビジネスなど成長分野において、新
たな研究者や企業が参画する共同研
究プロジェクトを進めます。 
（平成26年度 －）     15件 

 
 
・８月に敦賀市内に嶺南企業の支援拠 
点を開設して、巡回訪問や経営相談を
実施し、嶺南企業の課題解決に向けた
専門家派遣や補助制度等による支援
を行います。 
（平成26年度 96社）   120社 

 
 
・ものづくり企業の生産性向上を図る 
ため、生産現場で業務改善を進める高
度な人材を養成する「ものづくり改善
インストラクター養成スクール」の平
成２８年度中の開講を目指し、スクー
ル統括責任者の養成、カリキュラムの
編成、講師の選定などを行います。 

 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

県内外の大学や研究機関など７３機関、６９２名の研究者
等で構成する「ふくいオープンイノベーション推進機構」を
６月に設立しました。 
さらに、研究者・コーディネーター等による企業訪問や交

流会においてニーズを掘り起こし、運転者の身体の状態が把
握できるカーシートの開発など、共同研究プロジェクト１５
件を進めました。 

15 件  
 
 
ふくい産業支援センターの嶺南サテライトオフィスを８月

に開設し、５５３件の巡回訪問や経営相談を実施しました。
経営相談等による新商品開発や商品の販路拡大支援など、課
題解決に向けた支援を行いました。 

141社  
 
 
 
スクール統括責任者の東京大学ものづくりインストラクタ

ー養成スクールへの派遣、計１７日間にわたる座学、現場実
習および成果発表を内容とするカリキュラムの編成、講師５
名の選定を行いました。また、ものづくり機運醸成のため、
県内ものづくり企業を訪問し、受講生や実習先の確保に努め
るなど、平成２８年度のスクール開講に向けた準備を進めま
した。 
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項 目 実 施 結 果 

・国の地域経済分析システムなどを活
用して、企業間取引情報などを分析す
ることにより、県内経済の現状・実態
を詳しく把握し、福井経済新戦略に掲
げる施策の実行に反映させます。 

 
 

国の地域経済分析システムにより、繊維や眼鏡、電子デバ
イス等の業種は県内に多くの利益をもたらしていること、
卸・小売・サービス業は、地域の雇用を支えていることを統
計的に確認し、この分析結果に基づき、技術・商品開発から
販売促進まで産学官が一体となった支援など福井経済戦略に
掲げる施策等に反映しました。 
 

○地域連携・業種横断の技術革新 
【共同研究】【部局連携】 

・今秋に人工衛星関連イベントを開催
し、県民や企業等の宇宙関連産業分野
に対する理解を深めながら、企業、大
学、関連団体が連携して超小型衛星の
技術開発や利活用などの事業化に向
けた組織の立ち上げを支援します。
（平成 26年度 －） 20 社・団体 

 
 
 
・県内繊維産業における織、編、染色等
の業種連携や県域を超えた企業連携
による、自主ブランド商品の開発や国
内外の展示会出展などを支援し、売上
拡大につなげます。 
（平成 26年度 －）   1.5 億円 

 
 
 
 
 
・国内最大級の医療機器展示会「ＨＯ 
ＳＰＥＸ」や大学病院など医療現場に
おいて、医療従事者とのビジネスマッ
チングを行い、県内企業の医療・健康
関連機器の新たな製品開発につなげ
ます。 
（平成26年度 12件）  12 件 

 
 
 
・炭素繊維大手企業との共同研究によ
り、強くて軽い補強部材を用いた橋梁
補強技術を開発し、炭素繊維複合材料
の適用範囲や受注拡大につなげます。 

 
 
・サトイモアイスやいかへしこオイル 
漬けなど新商品の開発、食品加工工場
等への支援、インターネット通販サイ
トの活用等により、６次化商品の販売
額を増やします。 
（平成 26年度 1.2 億円） 1.7 億円 

 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

９月に企業、大学、産業支援機関等による「ふくい宇宙産
業創出研究会」を設立し、人工衛星の技術開発に必要な知識
習得のため、設計基礎論講座を開催しました。 
また、宇宙産業の現状や展望等について広く周知するため、

１０月に「宇宙博ｉｎふくい」を開催し、県内企業が製造す
る宇宙機器の展示や有識者による講演会等を行いました。 

25 社・団体  
 
 
 
県内繊維企業の業種横断グループによる大手商社との販路

開拓活動を支援したほか、８月の内覧会には１８社が出展す
るなど、産地が一体となり県産テキスタイルのＰＲを行いま
した。 
さらに、組合など業界団体によるヨーロッパや中国等への

展示会出展を支援し、売上拡大につなげました。 
2.1 億円  

 
 
 
 
１１月に国内最大級の医療機器展示会「ＨＯＳＰＥＸ」に

福井県ブースを出展したほか、９月と１２月に参入セミナー、
２月に医療現場見学会、３月に医療機器メーカーによるニー
ズ説明会の開催により、県内企業の医療産業参入を支援しま
した。これらの結果、高機能マットや医療用フェイスシール
ドなど新たに１２点が製品化されました。 

12件  
 
 
 
炭素繊維を活用した橋梁補強技術を開発するため、７月に

「次世代橋梁部材事業化研究会」を設立し、劣化した橋梁を
補強するための炭素繊維構造部材の試作と性能評価を行いま
した。 
 
 
６次化商品については、東京のアンテナショップ「ふくい

南青山２９１」「食の國 福井館」における販売や、大阪・神
戸の百貨店やスーパーのバイヤー向け商談会への出展支援な
ど、首都圏や関西方面への販路拡大を進めました。 

1.73 億円  
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項 目 実 施 結 果 

○世代をつなぐ「職人」技術 
・越前ものづくりの里プロジェクトを 
さらに進め、「伝統工芸職人塾」によ
り後継者を育成するとともに、工房の
見える化や旅館と連携したＰＲ・販売
などにより、伝統工芸産地の魅力を高
めます。 
（平成 26年度 「伝統工芸職人塾」の
研修人数 13 人） 

新規・継続計 20 人 
 
 
 
 
・越前焼の発信や陶芸村の誘客拡大を 
図るため、福井国体開催の前年となる
平成２９年秋の竣工を目指し、旧水野
邸を活用した「越前古窯拠点施設」の
建築工事に着手します。 

 
 
・伝統的工芸品等の売り込みのものづ 
くり拠点とするため、平成２８年秋に
開催される「伝統工芸品月間全国大
会」においても活用できるよう、サン
ドーム福井の管理会議棟の再整備を
進めます。 

 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

今年度計２５人（長期１３人、短期１２人）の塾生が、各
産地で熟練職人から実技指導を受けました。また、長期塾生
については、隔週１回、サンドームで開催されるデザイン等
の研修を受講しました。 
また、来訪者が楽しみながら工房見学等ができるよう５産

地の散策マップを作成するとともに、産地ヘの誘客を図るた
め、国内最大級の旅イベント「ツーリズムＥＸＰＯジャパン」
に出展し、伝統工芸の実演や体験を通じて観光事業者等に働
きかけました。さらに、丹南地域の宿泊施設１０施設が伝統
的工芸品を料理の器等に使用し、宿泊客にＰＲしました。 

25人  
 
 
９月に越前古窯拠点の建築工事に着手し、建物の基礎工事ま
で完了しました。２９年秋の完成を目指し、引き続き工事を
進めていきます。 
 
 
 
 
サンドーム福井管理会議棟をものづくり産業の振興や人材

育成の拠点機能を持つ「ものづくりキャンパス」として再整
備することとし、詳細設計を実施しました。２８年度に改修
工事に着手し、秋頃の完成を予定しています。 
 
 
 
 

◇地域ビジネスを積極的に応援 
○小さな企業の元気応援 
・地域の中小企業・小規模企業が抱える
課題に応じて、新商品開発・新分野開
拓や老舗企業の店舗改装、事業承継な
ど、商工団体とともに一貫した支援を
行います。また、年度内に、地域で活
躍する優れた企業を顕彰する制度を
創設し、県内企業の見える化を進めま
す。 
（平成 26年度 1,778 社） 

1,900社  
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

商工団体等の支援機関と協力し、店舗改装などの設備投資
や新商品の開発、新分野への進出支援など、１，９９７社の
中小企業・小規模企業に対して支援しました。 
また、地域で活躍する県内企業の優れた取組みを広くＰＲ

するため、「福井ふるさと企業表彰」制度を創設しました。 
 

1,997 社  
 
 
 
 

○プレミアム商品券による消費喚起 
・使用場所を小規模店に限定した商品 
券の発行と、地域店舗の販売促進のた
めのイベントやリピーターの獲得活
動を支援することにより、小規模店を
含めた県内全体の消費を拡大します。
（平成 26年度 －）   68 億円 

 
 
 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

商品券を使用した県内全体の消費額は、アンケート結果か
ら推計すると、使用総額５４億円の約１．３倍（約６９億円）
となりました。 
そのうち、約３割（約１９億円）が小規模店で使用されて

おり、「リピーターが増えた」「新規の客が来るきっかけとな
った」など、地域の商店を中心とした消費拡大の効果をあげ
ました。 

69 億円  
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項 目 実 施 結 果 

○おもてなし商業エリアの創出 
・昨年度認定した大野市、勝山市、高 
浜町において、外部専門家を活用した
まちづくり計画に基づき、飲食店等お
もてなし関連店舗の改修等を進める
とともに、新たに認定する地域を増や
し、県内外からの誘客による賑わいあ
るエリアづくりを進めます。 

 
 
 

〔成果等〕 引き続き実施します。 

大野市、勝山市、高浜町においては、飲食店等８件の改修
を支援しました。さらに、今年度、新たに福井市、敦賀市の
エリアを認定し、外部専門家の指導のもと、店舗改修（２市
で１４店舗）等を含めたまちづくり計画の作成を行いました。 
改修が完了した店舗では、観光客の利用等により、売上２

～５割増加の成果が出ています。 
 
 
 

○中小企業者への金融支援 
・開業支援資金の融資要件を緩和する 

など創業支援を強化します。また、事
業転換や地域資源を活用した新商品
開発などの前向き資金を支援するこ
とにより県内経済の活性化を図りま
す。 

 

 
 
・円安による原材料の高騰により資金 

繰りが悪化している中小企業支援な
ど、セーフティネット資金（経営安定
資金、資金繰り円滑化支援資金）によ
り中小企業の資金繰り対策に万全を
期します。 

 

 

〔成果等〕 引き続き実施します。 

開業支援資金の融資実績は、７月から自己資金要件等を緩
和したことにより、昨年度と比べ、件数で約５倍（３７件）、
金額で約３倍（約 1億 7,367 万円）と大きく増加しました。
開業支援資金を含む前向き資金全体でも、件数で昨年度の 
１.３倍（６５件）、金額で約８億円の融資を実行しました。 
 
 
 
小規模事業者へのマル経資金の利子補給を引き続き実施す

るとともに、セーフティネット資金により中小企業の円滑な
資金繰りを支援しました。 

マル経資金利用     ：732 件、約 43億円  
セーフティネット資金利用：198 件、約 46億円  

 
 
 

◇つかめ国内外のビジネス・チャンス 
○国体・五輪を機にビジネス拡大 
・福井しあわせ元気国体や東京五輪を 
契機とした、県内企業による Made in 
Fukuiの新商品開発を支援するととも
に、大会関係機関やスポーツ用品メー
カー等への売込みを強化し、売上拡大
を図ります。 

 
 
 
 
 
・リアルタイム文字通訳サービスのよう
な、福井しあわせ元気国体での活用が
期待できるアプリケーションや、眼鏡
や繊維を素材とする機器開発などを
支援し、県内企業のウェアラブル関連
産業への進出を促進します。 
（平成 26年度 －）    15 件 

 
 
 
 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

県内企業が織り編みから縫製まで全ての工程を行うポロシ
ャツとジャンパーの開発を支援し、国体スタッフ用として採
用されました。また、新商品開発に取り組む企業に対し、デ
ザイナー等の専門家派遣や試作品の開発支援を行いました。 
売込みについては、大手スポーツメーカーのほか、１０月

に東京都知事に対し、越前和紙をはじめとする県産品の活用
を要請しました。 
 
 
 
 
ウェアラブル機器の開発に向けた勉強会の開催や、実証実

験への支援を行ったほか、１月に東京ビッグサイトで開催さ
れた日本最大級のウェアラブルＥＸＰＯでは、県内眼鏡・繊
維企業１０社の共同出展を支援しました。 

17 件  
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項 目 実 施 結 果 

○東南アジアとの「お互いプロジェクト」 
・タイ・上海事務所において、現地情 
報の提供や相談対応等により、県内企
業のアジアへの新規輸出、拠点開設を
支援するほか、観光誘客に向けた現地
旅行代理店への福井の観光商品の売
り込みや、県産食品の販路開拓に向け
た活動を展開します。 
（平成 23～26 年度 輸出 140 件、 
拠点 50 件） 

      輸出 40 件、拠点 15 件 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

上海事務所においては、県内企業からの販路開拓等の相談
約６１０件に対応したほか、台湾高級スーパーにおける福井
物産展において、食品・工芸品の台湾商談会を開催し、県内
企業２１社・台湾企業約２００社の参加により、約１８０件
の商談につなげました。 
バンコク事務所では、拠点開設等の相談約６４０件に対応

したほか、県内企業７社とシンガポールの食品バイヤーとの
個別商談などを実施しました。また、２月には、タイのアチ
ャカ工業大臣を招き、経済交流会議「お互いフォーラム in
福井」を開催しました。 

輸出 41 件、拠点 16件  
 
 

◇県・市町一体の企業誘致 
○本社機能の誘致と産業団地の整備促進 
・高速交通ネットワークの整備進展や 
安価な電気料金、低い自然災害リスク
などをアピールし、新エネ・省エネ関
連や物流関連、ＩＴ関連、電力多消費
型産業などの企業誘致を進めます。さ
らに、企画開発やデザイン、国際部門
など本社機能の一部移転を働きかけ、
女性や若者に人気のある職場や職種
を増やします。 
（平成 23～26 年平均 29 社） 

30 社（暦年） 
 
 
 
・嶺南地域の産業団地については、美 
浜町山上地区で２８年度の分譲開始
を目指します。また、敦賀市田結地区
については、３０年度の分譲開始に向
け、設計業務や農地転用等の手続きを
進めます。インターチェンジに近いな
ど両団地の利点を活かし、地元への経
済波及効果の高い企業の早期誘致を
進めます。 

 
 
・産業用地が不足している嶺南地域や、
中部縦貫自動車道の整備進展により
中京方面へのアクセスが向上する奥
越地域においても、市町と協議し、産
業団地の整備に向けた候補地の選定
を進めていきます。 

 
・テクノポート福井については、防風林
帯の産業用地造成や公共用地の転用、
転売可能な企業の未利用地の活用を
進め、産業用地の拡充を図ります。 

 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

企業立地推進戦略本部において、年間約１，０００件の企
業訪問を行うなど、市町や電力事業者と一体となった誘致活
動を実施したほか、東京において企業役員を対象に企業立地
セミナーを開催（約１４０人参加）するなど、誘致活動を行
いました。 
また、管理部門や研究開発部門など、本社機能を移転・拡

充する企業への新たな補助制度や税制優遇制度を創設し、県
内に拠点を置く進出企業や本県にゆかりのある企業の役員を
中心に訪問して、本県の優れた立地環境等をアピールしまし
た。日本電産テクノモータの研究開発部門の拡充、信越化学
工業の新工場建設など、企業立地数３２社（設備投資額２７
５億円、雇用予定数５９５人）を実現しました。 

32 社（暦年）  
 
美浜町山上地区の産業団地は、昨年９月から造成工事を進

め、今年４月に分譲を開始します。また、敦賀市田結地区は、
農地転用や用地買収に向けた地元説明などを進めるととも
に、調査設計業務を完了しました。 
早期の企業誘致を進めるため、企業への訪問活動や、１１

月に東京で開催した企業立地セミナー等で、両団地の優位性
等をＰＲしました。 
引き続き、都市圏での企業訪問等によるＰＲを進めていき

ます。 
 
 
奥越地域の産業団地については、地元市の候補地選定等に

協力し、来年度より大野市が富田地区において調査設計業務
を開始することになりました。 
 
 
 
 
テクノポート福井の産業団地の拡充に向け、公共用地の転

用や企業の未利用地を活用するため、北陸地方整備局や誘致
企業と協議を重ねました。さらに、防風林帯を産業用地とし
て造成するための測量・設計を行いました。 
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項 目 実 施 結 果 

２ 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 
◇幸福日本一福井へ 移住・定住戦略
【部局連携】 

○女性・若者に活躍の場・しごと創造 
・女性向けの相談窓口の設置やセミナ 
ー開催などにより女性の創業支援を
強化するとともに、大都市圏での創業
希望者を対象とした相談会の実施、融
資や補助金による資金面の支援など
を拡充し、創業数を増やします。 
（雇用保険新規適用事業所数 
平成 23～26 年度 平均約 570 件） 

600 件 
 
 
 

〔成果等〕 目標にはいたりませんでした。 

女性の創業希望者に対し先輩起業家と意見交換を行うセミ
ナーを開催しました。また、ふくい女性活躍支援センターに
おいて相談窓口を開設し、延べ６７件、３６人の相談があり
ました。その結果、新たに７人が創業しました。 
さらに、東京と大阪の「ふくい“幸せ移住”セミナー」に

おいて、ＵＩターン後の創業体験談と相談会を開催し、あわ
せて２８人が参加しました。 
新たに創設した創業支援補助金では、２７件の申請があり

１８件を採択、拡充した開業支援資金により３３件の融資を
実行するなど、資金面からも創業を支援しました。 

578 件  
 
 
 

○地場産業の宝庫・福井でチャレンジの
夢ひらく 

・多くの転職希望者の情報を持つ人材 
紹介会社と連携して、都市部の高度な
技術、マネジメント能力を有する人材
をヘッドハンティングするなど直接
的な働きかけにより、県内企業への
Ｕ・Ｉターン就職を促進します。 
（平成 26年度 －）    10 人 

 
 
 
 
 
 
  
・県内企業の具体的な仕事内容等に関 
する情報を冊子やＨＰで提供するこ
とに加え、ジョブカフェ職員が県外大
学に出向いて県内企業の紹介を行う
など、大学生のＵ・Ｉターンを進めま
す。 

 

〔成果等〕 目標を達成しました。（さらに強化します。） 

県内外の人材紹介会社と連携（１３社）し、人材バンクに

登録がある都市部の産業人材に県内企業へのＵ・Ｉターン就

職を働きかけました。また、奈良県で開催された合同企業説

明会にブースを設け、２７人に県内企業の紹介を行いました。

加えて、企業の人事担当者向けセミナーを開催し、８６社、 

１２８人に産業人材の雇用を働きかけることにより、商品開

発分野の専門家など１１人の産業人材のＵ・Ｉターン就職に

つなげました。 

今後は、県による企業への直接的な働きかけと、求められ

る人材情報の収集をより一層強め、企業の産業人材確保を進

めていきます。 

11 人  

 

 

県内企業にどのような職種があるか、就職後キャリアを積

めるか等、具体的な仕事内容をわかりやすく説明する冊子や

ＨＰを作成し、学生等に提供しました。加えて、ジョブカフ

ェ職員が東京など県外４か所で開催された合同企業説明会等

に出向き、県内出身の大学生等に県内企業を紹介しました。 

 

 

◇進学・就職の地元志向にインセンティブ 
○県内企業への就職を促進 
・企画やデザイン、研究開発、国際部 
門等の職種が大学生等に伝わる工夫
をした企業説明会「しごとフェア」を
開催するなど、県内大学生等の県内企
業への就職を促進します。 

 （県内大学等卒業者の県内就職者数  
平成23～26年度平均1,336人（※2月末時点）） 

1,350 人 
 
 
 
 

〔成果等〕 目標にはいたりませんでした。 

県内で４回開催した合同就職面接会等（しごとフェア）に
おいて、県内企業が求める職種の一覧や詳細な仕事内容を記
載したガイドブックを配布するとともに、子育て応援企業な
ど企業の職場環境改善の取組みを表示することにより、県内
に魅力的なものづくりの仕事や職場があることを県内大学生
等１，３１１人に訴え、１，２４９人の県内就職（約６１０
事業所）につなげました。 

1,249 人  
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項 目 実 施 結 果 

◇女性の元気が福井の元気 
○子育て等と両立しながら女性が活躍
できる職場環境づくりの推進 

・育児や介護により離職した女性の労 
働力を活かすため、再雇用制度等を導
入し、利用者が出た企業に奨励金を支
給することにより、女性に魅力のある
企業づくりを促進します。 
（平成 26年度 －）    30 社 

 
 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

勤労者就業環境基礎調査により、職場環境改善に前向きと
考えられる県内企業約１００社（医療・福祉分野の企業、従
業員１００人以上規模の企業等）に対して、再雇用制度等の
導入による職場環境整備を推進するよう働きかけを行い、３
０社が再雇用制度等を導入しました。 

30 社  
 
 
 
 

３ 福井から人材育成 
◇産業人材の育成・誘致システム 
○中小企業産業大学校、産業技術専門学
院の革新 

・中小企業産業大学校と産業技術専門 

学院の人材、施設、設備の相互利用な
ど一体的な運営を進め、２８年度から
座学と実習を組み合わせた連携講座
を提供できるよう、カリキュラムの編
成を行います。 

 

 

 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

中小企業産業大学校において、福井産業技術専門学院の職
業訓練指導員が技術研修の講師を務める連携講座（「図面の読
み方・描き方基礎講座」）を新たに開講するなどカリキュラム
の編成を行いました。 
 
 
 
 
 

４ 先進的な医療と福祉、健康長寿の 
ふるさと貢献 

◇みずから伸ばす「健康寿命」 
○健康長寿もうひと働き 
・今秋に「シニア人材活躍支援センター 
」を設置し、就職コーディネーターが
専門的な技術や経験のあるシニア人
材と県内企業とのマッチングを行う
ことにより、企業が求める人材を確保
します。（平成 26 年度 －） 15 人 

 
 
 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

１０月末に開設したシニア人材活躍支援センターにおい
て、就職コーディネーターが県内企業を訪問し、３８社から
９５人の求人を受け付けました。また、県内６か所でシニア
人材向けセミナーを開催し、１００人の求職登録につなげる
など、積極的に出向いて求人・求職の情報収集を行いました。
これらの情報に基づいて、就職コーディネーターが雇用条件
等の調整を行い、１９人の企業の人材確保につなげました。 

19 人  
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項 目 実 施 結 果 

５ 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの
総合産業へ 

◇「ふくい食ブランド」を地消・外商 
【部局連携】 

○首都圏における県産品の販路拡大 
・首都圏からの誘客を図るデスティネ 
ーションキャンペーンの関連フェア
の開催や、本県の食材を取り扱う福井
ゆかりの店を通じたＰＲなどにより、
ふくい南青山２９１および食の國 福
井館の売上拡大と発信強化を行いま
す。 
（平成 26年度 2億 8,212 万円） 

3 億 2,000 万円 
 
 
・アンテナショップの活用や大手食品 

卸会社等と連携して、首都圏のニーズ
に合った商品の開発改良と百貨店や
量販店への売込みを行い、県産食品の
新規取引額を増やします。 
（平成 26年度 4,100 万円） 

5,000 万円 
 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

ふくい南青山２９１および食の國 福井館においては、デス
ティネーションキャンペーンや北陸新幹線金沢開業１周年を
記念に他県との連携事業を実施し、集客を増加しました。ま
た、グラスギャラリー２９１や併設飲食店とともに県産品の
割引販売を実施したほか、へしこを題材としたセミナーの開
催や福井市・坂井市のフェア開催などにより、売上が増加し
ました。 
 

3 億 2,523 万円（前年度比 115.3％） 
 
 
 
 
 
 
百貨店バイヤーやフードコンサルタントの協力を受けて、

新商品開発やパッケージ等の改良を行うとともに、アンテナ
ショップの営業や、専門家や大手食品卸会社への販路開拓に
より、百貨店、酒卸、食品スーパー、飲食店など７３店が県
産品を新たに取り扱うこととなりました。 

5,070 万円（前年度比 123％） 

６ 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 
◇道路・港湾の重点整備と利用促進 
【部局連携】 
○敦賀港の利用促進 
・県・敦賀市・敦賀港国際ターミナル 
㈱が共動で、中京・関西に近いことや
ＢＣＰの観点、拡充した助成制度な
ど、敦賀港の利用メリットを最大限Ｐ
Ｒした「営業と助成の両面作戦」によ
り、貨物の増大を図ります。 
（平成 26年 敦賀港外貿コンテナ貨 
物取扱量 25,017TEU） 28,000TEU 

 
 
 
・クルーズ船寄港地の決定権を持つ運 
航責任者の招聘や国際見本市への出
展、敦賀みなと振興会と連携して県内
外観光地の多様なオプショナルツア
ーを提案するなど、国内外の船社や代
理店に対する売り込みを強化し、クル
ーズ船の寄港を増やします。また、海
外クルーズ客船の初寄港を目指しま
す。（平成 27 年 3 回）    5 回 

 
 
 
 

〔成果等〕 目標を達成しました。 

敦賀港の外貿コンテナ貨物量については、約６００件の荷
主等への営業訪問に加え、東京、大阪、名古屋、滋賀におい
て４回のセミナー等（１６４社参加）や海外で初となるセミ
ナー（５８社参加）を韓国釜山で開催するなど、精力的なポ
ートセールスを行いました。 
 

29,400TEU  

 
 

 

 

 

国内外の船社や旅行会社等延べ８０社を超える営業訪問や
運行責任者の招へい、海外クルーズ見本市への出展などによ
り、県内港湾や周辺の魅力的な観光コースを売り込みました。 

5 回  
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項 目 実 施 結 果 

○福井港の利用促進 
・テクノポート福井立地企業などの県 

内荷主に対し、広い埠頭用地での荷捌
きなどを働きかけ、福井港の貨物取扱
量（石油製品・重油を除く）の増加を
図ります。 

（平成 26年 64 万トン） 66 万トン 

〔成果等〕 目標にはいたりませんでした。 

福井港の貨物取扱量については、１２０件を超える荷主企
業に対しポートセールスを行いましたが、輸入アルミ塊の全
国的な在庫飽和や金属くずの輸出減の影響により、目標にい
たりませんでした。 
今後は、県内企業の行う発電事業の本格化により、福井港

を利用した発電燃料などの輸入が考えられることから、それ
らの福井港での取り扱いを増やしていきます。 

 60.5 万トン  
 
 

 

【実施結果の区分】 

  ・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの） 

  ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの） 

  ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの） 

  ・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの） 

  ・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの） 
 

 

 

 

 


